
平成29年度 在宅医療・介護連携推進支援事業 

在宅医療・介護連携推進事業 プラン作成強化セミナー  
 
 
 

在宅医療・介護連携推進事業について 
 
 
 
 

厚生労働省老健局老人保健課 
              
       

 



いつまでも元気に暮らすために･･･   

生活支援・介護予防 

住まい 

地域包括ケアシステムの姿 

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね
３０分以内に必要なサービスが提供さ
れる日常生活圏域（具体的には中学校
区）を単位として想定 

■在宅系サービス： 
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護  
・小規模多機能型居宅介護 
・短期入所生活介護 
・福祉用具 
・24時間対応の訪問サービス 
・複合型サービス 
   （小規模多機能型居宅介護＋訪問看護） 等 

 ・自宅 
 ・サービス付き高齢者向け住宅 等 

相談業務やサービスの 
コーディネートを行います。 

■施設・居住系サービス 
・介護老人福祉施設 
・介護老人保健施設 
・認知症共同生活介護 

・特定施設入所者生活介護 
                
等 

 

日常の医療： 
 ・かかりつけ医、有床診療所 
 ・地域の連携病院 
 ・歯科医療、薬局 

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等 

・地域包括支援センター 
・ケアマネジャー 

通院・入院 
通所・入所 

病院： 
 急性期、回復期、慢性期 

病気になったら･･･   

医 療 
 

介護が必要になったら･･･   

   介 護 

■介護予防サービス 

地域包括ケアシステムの構築について 

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される
体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現。 

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域
包括ケアシステムの構築が重要。 

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。 

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の
特性に応じて作り上げていくことが必要。 
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75歳以上の高齢者数の急速な増加 
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65～74歳人口の割合 

75歳以上人口の割合 
人口ピーク（2004年） 

12,779万人 
12,806 

1,529 

8,174 

1,684 

11.9% 

平成24年推計値 
（日本の将来人口推計） 

実績値 
（国勢調査） 

11.1% 

（資料）総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）出生中位（死亡中位）推計 

           2010年の値は総務省統計局「平成22年国勢調査による基準人口」（国籍・年齢「不詳人口」を按分補正した人口）による。 
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3,878万人（2042年） 
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７５歳以上人口の将来推計（平成２７年の人口を１００としたときの指数） 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成25(2013)年3月推計)」より作成 

全国 

沖縄県（2040年に向けて
上昇） 

埼玉県（2025年の指数が      
全国で最も高い） 

東京都（2040年に向けて
上昇） 

山形県（2025年の指数が     
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高齢化の進展度合いは各地域で異なる 

2030年、2035年、2040年でみた場合、2030年にピークを迎えるのが34道府県、2035年にピークを迎えるのが9県 

4 



※1994年までは老人ホームでの死亡は、自宅に含まれている 出典）厚生労働省 「人口動態調査」 
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５．９％ 

○２０世紀半ばには自宅で死亡する者が８割超であったが、現在では８割近くの者が病院で死亡している。 

死亡場所の推移 
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死亡の場所（各国比較） 
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出典：医療経済研究機構  
    ｢ 要介護高齢者の終末期における医療に関する研究報告書｣ 

※他国との比較のため、日本のデータは2000年時点のデータを使用 
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【資料】 
2010年（平成22年）までの実績は厚生労働省｢人口動態統計｣ 
2011年（平成23年）以降の推計は国立社会保障・人口問題研究所｢人口統計資料集（200 
6年度版）｣から推定 

2010年 死亡者数 1,192千人 
     65歳以上  1,020千人 

実績 推計 

年 

人 

※介護施設は老健、老人ホーム 

死亡場所別、死亡者数の年次推移と将来推計 

2030年 推計死亡者数 1,597千人 
             (405千人増) 

2030年までに約40万人死亡者数が増加すると見込まれるが、看取り先の確保が困難 

課題 
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○６０％以上の国民が「自宅で療養したい」と希望。 

○自宅で最期まで療養するには、家族の負担や急変したときの対応などに不安を感じる。 
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■終末期の療養場所に関する希望 

出典）厚生労働省 平成２０年「終末期医療に関する調査」 

出典）厚生労働省 「終末期医療に関する調査」（各年） ■自宅で最期まで療養することが困難な理由（複数回答）   

終末期医療に関する調査 
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出典）厚生労働省 平成２０年「終末期医療に関する調査」 

出典）厚生労働省 「終末期医療に関する調査」（各年） ■自宅で最期まで療養することが困難な理由（複数回答）   

終末期医療に関する調査 

・ 介護してくれる家族に負担がかかる 
・ 症状が急変したときの対応に不安がある 
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【財源構成】 
 

国 25% 
 

都道府県  
 12.5% 
 

市町村  
 12.5% 
 

1号保険料  
 22% 
 

2号保険料  
 28% 

 

 
 

【財源構成】 
 

国 39% 
 

都道府県  
 19.5% 
 

市町村   
 19.5% 
 

1号保険料    
 22% 

 

介護予防給付 
 （要支援1～２） 

介護予防事業 
又は介護予防・日常生活支援総合事業 

○ 二次予防事業 
○ 一次予防事業 
介護予防・日常生活支援総合事業の場合 
は、上記の他、生活支援サービスを含む 
要支援者向け事業、介護予防支援事業。 

包括的支援事業 

○地域包括支援センターの運営 
  ・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援 

   業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援 

任意事業 
○ 介護給付費適正化事業 
○ 家族介護支援事業 
○ その他の事業 

介護予防・日常生活支援総合事業 
（要支援1～２、それ以外の者） 

○ 介護予防・生活支援サービス事業 
  ・訪問型サービス 
  ・通所型サービス 
  ・生活支援サービス（配食等） 
  ・介護予防支援事業（ケアマネジメント） 

○ 一般介護予防事業 

包括的支援事業  
○ 地域包括支援センターの運営 

（左記に加え、地域ケア会議の充実） 

○ 在宅医療・介護連携推進事業 

○ 認知症総合支援事業 
（認知症初期集中支援事業、認知症地域支援・ケア 
向上事業 等） 

○ 生活支援体制整備事業 
（コーディネーターの配置、協議体の設置 等） 

介護予防給付（要支援1～２） 

充
実 

改正前と同様 

事業に移行 
訪問看護、福祉用具等 

訪問介護、通所介護 

多
様
化 

任意事業 
○ 介護給付費適正化事業 
○ 家族介護支援事業 
○ その他の事業 

地
域
支
援
事
業 

地
域
支
援
事
業 

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５） 

＜改正前＞ ＜改正後＞ 介護保険制度 

全市町村で実
施 

介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）の構成 
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○ 医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、地

域における医療・介護の関係機関（※）が連携して、包括的かつ継続的な在宅医療・介護を提供することが重要。  

（※）在宅療養を支える関係機関の例 

   ・診療所・在宅療養支援診療所・歯科診療所等 （定期的な訪問診療等の実施） 

   ・病院・在宅療養支援病院・診療所（有床診療所）等 （急変時の診療・一時的な入院の受入れの実施） 

   ・訪問看護事業所、薬局 （医療機関と連携し、服薬管理や点滴・褥瘡処置等の医療処置、看取りケアの実施等） 

   ・介護サービス事業所 （入浴、排せつ、食事等の介護の実施） 

○ このため、関係機関が連携し、多職種協働により在宅医療・介護を一体的に提供できる体制を構築するため、都道府

県・保健所の支援の下、市区町村が中心となって、地域の医師会等と緊密に連携しながら、地域の関係機関の連携体制

の構築を推進する。 

                      【24年度要求額 ：１８０４百万
円 】 

在宅医療・介護連携の推進 

地域包括支援センター 

診療所・在宅療養支援診療所・歯科診療所等 

利用者・患者 

病院・在宅療養支援病院・診療所(有床診療所)等 

介護サービス事業所 

訪問診療 

訪問看護等 

訪問診療 
介護サービス 

一時入院 
（急変時の診療や一時受入れ） 

連携 

訪問看護事業所、薬局 

在宅医療・介護連携支援に関する相談窓口 
（郡市区医師会等） 

関係機関の 
連携体制の 
構築支援 

都道府県・保健所 
後方支援、 
広域調整等 
の支援 

市町村 

・地域の医療・介護関係者による会議の開催 
・在宅医療・介護連携に関する相談の受付 
・在宅医療・介護関係者の研修 等 

※市区町村役場、地域包括支援センターに設
置することも可能 
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●介護保険制度の見直しに関する意見（平成28年12月9日社会保障審議会介護保険部会） 

  ２．医療・介護の連携の推進等 P.21より抜粋 

  

社会保障審議会介護保険部会における意見について 

○ このような状況を踏まえ、在宅医療・介護連携推進事業に関しては、 
・ 地域の医療介護連携の実態把握、課題の検討、課題に応じた施策立案に至る方法について、国が具体
化し、市町村にその実施を求める 

・ 市町村では取組が困難な医療介護に関するデータの収集分析、在宅医療にかかる体制整備、広域的な
入退院時の連携等、都道府県が実施すべき市町村支援の取組について、国が明確化し、地域の医療に精
通した医師会等との連携や保健所の活用により市町村支援の充実を図る 

・ 平成30年度に都道府県が策定する介護保険事業支援計画に、在宅医療・介護連携推進事業に対する医
療部局との連携を含め、より実効的な市町村支援を盛り込むなど、都道府県の介護部局及び医療部局の
双方が市町村支援に取り組むこととするとともに、住宅部局をはじめとした関係部局との連携を進めて
いくことが重要である 

・ 在宅医療・介護連携の推進に有効と考えられる市町村や都道府県の取り組みを国が収集し、これを広
く全国の市町村や都道府県に示すことを通じて、これら有効な取り組みを全国的に広げていく 

ことが適当である。 

 

●介護保険法第115条の45の10 

  市町村は、介護予防・日常生活支援総合事業及び第115の45第二項各号に掲げる事業の円滑な実施
のために必要な関係者相互間の連絡調整を行うことができる。 

２ 市町村が行う介護予防・日常生活支援総合事業及び第115の45第二項各号に掲げる事業の関係者
は、当該事業に協力するよう努めなければならない。 

３ 都道府県は、市町村が行う介護予防・日常生活支援総合事業及び第115の45第二項各号に掲げる
事業に関し、情報の提供その他市町村に対する支援に努めるものとする。 

  

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律の公布について（通知） 
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第一 サービス提供体制の確保及び事業実施に関する基本的事項 

十三 介護保険制度の立案及び運用に関するPDCAサイクルの推進 

  高齢者の自立支援や重度化防止の取組を推進するためには、PDCAサイクルを活用して市町村の保険者機能及び都道府県の保険者支

援の機能を強化していくことが重要である。このため、二千十七年（平成二十九年）の法改正により、市町村及び都道府県が、地域課
題を分析し、地域の実情に則して、高齢者の自立支援や重度化防止の取組に関する目標を計画に記載するとともに、目標に対する実績
評価及び評価結果の公表を行うこととされた。併せて、当該実績評価については、市町村は都道府県に結果を報告するとともに、都道
府県は管内市町村に係る評価結果と併せて厚生労働大臣に結果を報告することとされた。 

 

第二 市町村介護保険事業計画の作成に関する事項 

三 市町村介護保険事業計画の任意記載事項 

(一) 在宅医療・介護連携の推進 

  なお、市町村は、地域住民に対して、医療・介護サービスについて理解を深めてもらえるよう、的確な情報提供及びわかりやすく丁

寧な説明を行って行くことが重要である。 

 

第三 都道府県介護保険事業支援計画の作成に関する事項 

三 都道府県介護保険事業支援計画の任意記載事項 

(一) 在宅医療・介護連携の推進 

  在宅医療・介護連携を推進するために、在宅医療をはじめとした広域的な医療資源に関する情報提供、医療と介護の連携に関する実

態把握及び分析、在宅医療・介護の関係者からなる会議の設置、都道府県として実施する在宅医療・介護連携の推進のための人材育成
等の研修会の開催、医療・介護関係団体との連携及び調整、切れ目のない在宅医療・介護の提供体制整備への支援、入退院時における
医療機関職員と介護支援専門職員の連携等広域的な医療機関と地域の介護関係者との連携及び調整、小規模市町村が複数の市町村で共
同事業を行う際の支援等、在宅医療・介護連携に関する都道府県医師会等との連携や保健所の活用を含めた市町村への具体的な支援策
を定めることが重要である。 

基本指針（案）について（新旧案）（平成29年7月3日（月）全国介護保険担当課長会議資料より抜粋） 

13 



(カ)医療・介護関係者の研修会 

 
 
 
 
 
 
＊地域の実情に応じて➁と➂を同時並行で実施する場合もある。 

在 宅 医 療・介 護 連 携 推 進 事 業 
○ 在宅医療・介護の連携推進については、これまで医政局施策の在宅医療連携拠点事業（平成23・24年度）、在宅医療推進事業（平成

25年度～27年度）により一定の成果。それを踏まえ、平成26年介護保険法改正により制度化。 

○ 介護保険法の地域支援事業に位置づけ、市区町村が主体となり、郡市区医師会等関係団体と連携しつつ取り組む。 

○ 本事業の（ア）～（ク）の８つの事業項目すべてを、平成30年4月にはすべての市区町村が実施。 

○ ８つの事業項目は、郡市区医師会等（地域の医療機関や他の団体を含む）に委託することも可能。 

○ 都道府県は、市町村における事業の進捗状況等を把握し、地域の課題等を踏まえ、都道府県医師会等関係団体と緊密に連携しつつ、保

健所等を活用しながら、市区町村と郡市区医師会等関係団体等との協議の支援や、複数市区町村の共同実施に向けた調整等により支援。 

○ 国は、事業実施関連の資料や手引き、事例集の整備、セミナーの開催等により支援するとともに、都道府県を通じて実施状況を把握。 

事業項目と事業の進め方のイメージ 

在
宅
医
療･

介
護
連
携
の
推
進 

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と 
対応策の検討 

■地域の医療・介護関係者等が参画する会議を開催し、
在宅医療・介護連携の現状を把握・共有し、課題の抽
出、対応策を検討  

（ア）地域の医療・介護の資源の把握 
■地域の医療機関、介護事業所の機能等を情報収集 
■情報を整理しリストやマップ等必要な媒体を選択して
共有・活用 

（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 
■地域の医療・介護関係者の協力を得て、在宅医療・介護サービスの
提供体制の構築を推進 

市区町村 

医療関係者 介護関係者 

PDCAサイクルで継続的に 
実施することで成長 

➂（ア）（イ）に基づいた取組の実施 

（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援 
■情報共有シート、地域連携パス等の活用により、医療・介護関係者
の情報共有を支援 

■在宅での看取り、急変時の情報共有にも活用 

（オ）在宅医療・介護関係者に関する相談支援 
■医療・介護関係者の連携を支援するコーディネーターの配置等によ
る、在宅医療・介護連携に関する相談窓口の設置・運営により、連
携の取組を支援 

（キ）地域住民への普及啓発 
■地域住民を対象にしたシンポジウム等の開催 
■パンフレット、チラシ、区報、HP等を活用した、在宅医療・介護
サービスに関する普及啓発 

■在宅での看取りについての講演会の開催等 

（ク）在宅医療・介護連携に関する関係市町村の連携 
■同一の二次医療圏内にある市区町村や隣接する市区町村等が連携し
て、広域連携が必要な事項について検討  

➀地域の医療介護連携の実態把握、課題
の検討、課題に応じた施策立案 

➁地域の関係者との関係構築・人材育成 
（カ）医療・介護関係者の研修 
■地域の医療・介護関係者がグループワーク等を通じ、
多職種連携の実際を習得 

■介護職を対象とした医療関連の研修会を開催 等 

＊図の出典：富士通総研「地域の実情に応じた在宅医療・介護連携を推進するための多職種研修プログラムによる調査研究事業」報告書を一部改変（平成27年度老人保健健康増進等事業） 14 



市町村における在宅医療・介護連携推進事業の実施状況の比較(n=1,741) 

実施していない 

98(5.6%) 

年度内に実施予定 

78(4.5%) 

1つ実施している 

139(8.0%) 

2つ実施している 

169(9.7%) 

3つ実施している 

203(11.7%) 

4つ実施している 

235(13.5%) 

5つ実施している 

205(11.8%) 

6つ実施している 

226(13.0%) 

7つ実施している 

215(12.3%) 

全て実施している 

173(9.9%) 

 平成30年4月には市町村が実施することとなっている８つの事業項目の全てを実施している市町村は
173市町村（9.9％）から413市町村（23.7％）に増加。まだ事業を実施していない市町村は98市町村
（5.6%）から5市町村（0.3%）に減少している。 

平成28年度 平成29年度 

出典 平成29年度在宅医療・介護連携推進事業実施状況調査（速報値） 出典 平成28年度在宅医療・介護連携推進事業実施状況調査（確定値） 
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実施していない  

5 (0.3%) 
H29・30年度内に実施予定 

34 (2.0%) 
1つ実施している 

81 (4.7%) 

2つ実施している  

98 (5.6%) 
3つ実施している  

118 (6.8%) 

4つ実施している  

164 (9.4%) 

5つ実施している  

227 (13.0%) 

6つ実施している  

268 (15.4%) 

7つ実施している 

333 (19.1%) 

全て実施している  

413 (23.7%) 



市町村における在宅医療・介護連携推進事業の各取組 
（ア）～（ク）毎の実施状況 

(n=1,741) 

出典 平成29年度在宅医療・介護連携推進事業実施状況調査（速報値） 16 

38.5% 

62.6% 

43.8% 

61.7% 

19.0% 

38.2% 

25.2% 

48.0% 

21.8% 

39.8% 

38.8% 

60.9% 

29.7% 

50.3% 

31.5% 

57.6% 

21.5% 

18.0% 

14.4% 

16.4% 

10.2% 

14.5% 

12.2% 

17.7% 

4.5% 

7.4% 

12.3% 

16.0% 

14.1% 

19.2% 

7.0% 

7.8% 

40.0% 

19.5% 

41.8% 

21.9% 

70.8% 

47.3% 

62.6% 

34.2% 

73.6% 

52.8% 

48.9% 

23.1% 

56.2% 

30.5% 

61.5% 

34.6% 

89.1% 

68.4% 

57.6% 

66.8% 

56.4% 

80.6% 

65.4% 

70.9% 

9.8% 

25.6% 

31.2% 

25.1% 

31.4% 

15.0% 

27.7% 

16.1% 

1.1% 

6.0% 

11.2% 

8.1% 

12.2% 

4.4% 

6.9% 

13.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成27年度 

平成28年度 

平成29年度 

平成27年度 

平成28年度 

平成29年度 

平成27年度 

平成28年度 

平成29年度 

平成27年度 

平成28年度 

平成29年度 

平成27年度 

平成28年度 

平成29年度 

平成27年度 

平成28年度 

平成29年度 

平成27年度 

平成28年度 

平成29年度 

平成27年度 

平成28年度 

平成29年度 

実施している 年度内に実施予定 実施していない 

（ア）地域の医療・介護の資源の把握 

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進   

（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援 

（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援 

（カ）医療・介護関係者の研修 

（キ）地域住民への普及啓発 

（ク）在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携 

（平成29年度の値は30年度内も含む） 



実施している H29・30年度内に実施予定 実施していない 

人口規模別の在宅医療・介護連携推進事業の実施状況 

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 

（n=1,741） 

（ア）地域の医療・介護の資源の把握 

（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援 

出典 平成29年度在宅医療・介護連携推進事業実施状況調査（速報値） 17 

87.5% 

92.9% 

93.5% 

89.7% 

91.4% 

10.8% 

7.1% 

6.5% 

10.3% 

8.6% 

1.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5万人未満 

5万人以上10万人未満 

10万人以上20万人未満 

20万人以上50万人未満 

50万人以上 

61.0% 

81.0% 

86.5% 

86.6% 

91.4% 

8.1% 

2.6% 

0.6% 

30.9% 

16.4% 

12.9% 

13.4% 

8.6% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5万人未満 

5万人以上10万人未満 

10万人以上20万人未満 

20万人以上50万人未満 

50万人以上 

52.4% 

62.8% 

71.6% 

74.2% 

82.9% 

13.1% 

8.6% 

7.1% 

4.1% 

5.7% 

34.5% 

28.6% 

21.3% 

21.6% 

11.4% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5万人未満 

5万人以上10万人未満 

10万人以上20万人未満 

20万人以上50万人未満 

50万人以上 

60.3% 

74.7% 

87.7% 

83.5% 

88.6% 

10.2% 

5.2% 

1.3% 

4.1% 

29.5% 

20.1% 

11.0% 

12.4% 

11.4% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5万人未満 

5万人以上10万人未満 

10万人以上20万人未満 

20万人以上50万人未満 

50万人以上 



実施している H29・30年度内に実施予定 実施していない 

（キ）地域住民への普及啓発 （ク）在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携 

（オ）在宅医療・在宅介護に関する相談支援 （カ）医療・介護関係者の研修 

出典 平成29年度在宅医療・介護連携推進事業実施状況調査（速報値） 18 

人口規模別の在宅医療・介護連携推進事業の実施状況 

（n=1,741） 

53.2% 

59.5% 

65.2% 

68.0% 

68.6% 

14.3% 

11.9% 

6.5% 

2.1% 

32.5% 

28.6% 

28.4% 

29.9% 

31.4% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5万人未満 

5万人以上10万人未満 

10万人以上20万人未満 

20万人以上50万人未満 

50万人以上 

76.2% 

87.4% 

89.7% 

94.8% 

97.1% 

6.1% 

1.1% 

1.3% 

17.7% 

11.5% 

9.0% 

5.2% 

2.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5万人未満 

5万人以上10万人未満 

10万人以上20万人未満 

20万人以上50万人未満 

50万人以上 

59.4% 

74.3% 

76.8% 

84.5% 

94.3% 

8.9% 

3.7% 

1.9% 

1.0% 

31.6% 

21.9% 

21.3% 

14.4% 

5.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5万人未満 

5万人以上10万人未満 

10万人以上20万人未満 

20万人以上50万人未満 

50万人以上 

70.8% 

69.1% 

76.8% 

72.2% 

60.0% 

12.0% 

16.4% 

11.6% 

13.4% 

25.7% 

17.2% 

14.5% 

11.6% 

14.4% 

14.3% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5万人未満 

5万人以上10万人未満 

10万人以上20万人未満 

20万人以上50万人未満 

50万人以上 



○在宅医療・介護連携推進事業の委託（予定を含む）の有無と医師会への委託状況（予定を含む） 
 （オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援に関する取組の委託（予定を含む）が最も多く、８つの事業全てで委託先は医師  
 会が最多であった。委託（予定を含む）の場合、（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進について、医 
 師会への委託が多かった。 

在宅医療・介護連携推進事業の委託状況（予定を含む） 

委 託 の 有 無 委 託 先 （ 予 定 を 含 む ） 

出典 平成29年度在宅医療・介護連携推進事業実施状況調査（速報値） 19 

30.4% 

28.2% 

34.2% 

32.7% 

46.8% 

37.3% 

31.8% 

20.3% 

60.1% 

63.0% 

53.0% 

55.6% 

38.9% 

50.7% 

58.0% 

66.8% 

9.5% 

8.8% 

12.9% 

11.8% 

14.3% 

12.0% 

10.2% 

12.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（ア）地域の医療・介護の 

資源の把握（n=1721） 

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と 

対応策の検討（n=1637） 

（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の 

提供体制の構築推進（n=1546） 

（エ）医療・介護関係者の 

情報共有の支援（n=1600） 

（オ）在宅医療・介護連携に 

関する相談支援（n=1528） 

（カ）医療・介護関係者の研修（n=1664） 

（キ）地域住民への普及啓発（n=1621） 

（ク）在宅医療・介護連携に関する 

関係市区町村の連携（n=1515） 

有り（予定） 無し（予定） 未定 

63.7% 

67.7% 

74.4% 

72.5% 

67.4% 

70.0% 

66.8% 

71.7% 

7.6% 

8.4% 

9.1% 

7.8% 

11.7% 

8.4% 

9.7% 

5.5% 

0.4% 

0.4% 

0.2% 

0.2% 

0.3% 

0.6% 

0.4% 

0.4% 

0.4% 

1.5% 

0.8% 

1.0% 

7.8% 

7.8% 

4.0% 

5.5% 

5.0% 

6.4% 

6.6% 

6.5% 

20.3% 

15.6% 

11.7% 

13.8% 

13.8% 

14.2% 

15.7% 

16.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（ア）地域の医療・介護の 

資源の把握（n=523） 

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と 

対応策の検討（n=462） 

（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の 

提供体制の構築推進（n=528） 

（エ）医療・介護関係者の 

情報共有の支援（n=523） 

（オ）在宅医療・介護連携に関する 

相談支援（n=715） 

（カ）医療・介護関係者の研修（n=621） 

（キ）地域住民への普及啓発（n=515） 

（ク）在宅医療・介護連携に関する 

関係市区町村の連携（n=307） 

医師会 病院・診療所 看護協会 訪問看護事業所 社会福祉協議会 その他 



38.8% 

78.9% 

68.4% 

76.3% 

45.4% 

30.9% 

49.3% 

60.5% 

59.9% 

72.4% 

70.4% 

65.1% 

48.7% 

3.3% 

0.0% 

41.8% 

71.8% 

59.1% 

71.8% 

44.5% 

25.5% 

40.9% 

61.8% 

52.7% 

67.3% 

60.0% 

71.8% 

48.2% 

4.5% 

0.0% 

45.3% 

71.6% 

60.4% 

67.8% 

46.9% 

28.7% 

48.7% 

55.7% 

57.8% 

67.9% 

67.7% 

66.2% 

51.5% 

4.1% 

0.2% 

下位５県 上位５県 47都道府県平均 

在宅医療・介護連携推進事業の実施する中での課題 

○在宅医療・介護連携推進事業を実施する中での課題 
  事業実施のためのノウハウの不足、関係機関（医師会、医療機関等）との連携と回答している市町村が多かった。 

○平均取組数が多い都道府県内の市町村と少ない都道府県内の市町村における課題認識の比較 
  取り組数が少ない都道府県（下位５県）内の市町村においては、取組が多い都道府県（上位５県）内の市町村に比べて、事業実施のノ
ウハウの不足、関係機関との協力関係の構築を課題として回答している割合が多かった。 

20 出典 平成29年度在宅医療・介護連携推進事業実施状況調査（速報値） 

事業実施の
ためのノウ
ハウの不足 

本事業の存在や必
要性を医療・介護
関係者等に認知 
してもらうこと 

行政と関係機関
（医師会、医療機
関等）との協力関

係の構築 

行政内部の連携
情 報 共 有 等 

現状の在宅医療・
介護サービスの提
供実態が把握でき
て い な い こ と 

将来的な在宅医
療・介護連携推進
事業のあるべき姿
をイメージできて
い な い こ と 

多職種間の協力
関係の強化・情
報共有の効率化 

関係機関との最 
終的な合意形成 

地域の医療・介
護資源の不足 

事業推進を担う 
人 材 の 確 保 

指標設定等の事業
評価のしにくさ 

隣接する市区
町村との広域
連携の調整 

その他 

特になし 

予算の確保 



67.2% 

67.5% 

56.6% 

59.4% 

70.0% 

60.4% 

71.7% 

52.4% 

3.7% 

1.6% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

1.都道府県が把握している在宅医療や介護の資源に関する、当該市区町村のデータ等の提供 

2.在宅医療・介護連携推進事業に関する研修・情報提供（先進事例等） 

3.多職種研修の企画・運営の技術的支援 

4.（オ）の相談支援の窓口に配置する相談員の研修、人材育成 

5.医師会等関係団体との調整 

6.医療機関との調整 

7.広域的な医療介護連携（退院調整等）に関する協議 

8.市区町村間の意見交換の場の設置 

9.その他（下欄に具体的に記載） 

10.特に無い 

在宅医療・介護連携推進事業の都道府県からの支援を希望する取組 

○都道府県からの支援を希望する取組 
・ 医師会等の関係団体との調整、在宅医療・介護連携推進事業に関する研修・情報提供、都道府県が把握している在宅医療・
介護のデータ提供、広域的な医療介護連携（退院調整等）を希望する市町村が多かった。 

・ 支援の希望は年々増加傾向にあるが、特に、「都道府県が把握している在宅医療や介護の資源に関する、当該市区町村の
データ等の提供」「在宅医療・介護連携推進事業に関する研修・情報提供」の伸びが大きい。 

出典 平成29年度在宅医療・介護連携推進事業実施状況調査（速報値） 
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在宅医療・介護連携推進事業の都道府県別平均実施数（８事業項目の実施数） 

出典 平成29年度在宅医療・介護連携推進事業実施状況調査（速報値） 

（個） 

平均5.7個 

＊平成29年6月1日現在の都道府県別平均実施数 

22 

○ 平均取組個数は4.2個から5.7個となり、全都道府県で増加している。 



○ （ア）～（ク）のうち何らかの事業項目を「実施している」「年度内に実施する予定である」と回
答した市町村（n=1,736）に対する、都道府県（保健所）からの調整や支援の有無を見ると、昨年度
調査に比べ、支援「あり」の比率は19.4ポイント増加した。 

都 道 府 県 （ 保 健 所 ） か ら の 調 整 や 支 援 の 有 無 

出典 平成29年度在宅医療・介護連携推進事業実施状況調査（速報値） 23 

50.5% 

63.7% 

83.1% 

49.5% 

36.3% 

16.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年度（n=1,393） 

平成28年度（n=1,643） 

平成29年度（n=1,736） 

支援あり 支援無し 

平成27年度（n=1,393）    704（50.5%） 690（49.5%） 

平成28年度（n=1,643） 1,047（63.7%） 596（36.3%） 

平成29年度（n=1,736） 1,443（83.1%） 293（16.9%） 



都 道 府 県 に お け る 市 町 村 支 援 の 例 

 
○ 市町村の実情を知るために、市町村担当者にヒアリングを実施。市町村においては取組
が困難と考えられる事項について、重点的に支援を実施。 

○ （ア）の事業項目への支援としては在宅医療等の関連指標を一覧表にまとめ、市町村へ
提供する他、指標の活用方法についての研修会を実施。 

○ （ウ）の事業項目への支援では、例えば主治医副主治医制の確保や後方支援病床の確保
等に関し、郡市区医師会と市町村の間に入り、議論をするとともに、都道府県医師会・郡
市区医師会と共同して事業を実施。 

○ （オ）の事業項目では実際に都道府県医師会等関係団体と協力し、広域的な相談窓口を
設置。 

○ （ク）の事業項目では、都道府県医師会と協力し、二次医療圏単位や郡市医師会単位で
連絡会議の開催等活動の支援や、入退院時の連携を促進するルールの策定・運用・モニタ
リングを全県的に実施。 

市町村の実情に応じた市町村支援を、 
都道府県医師会等関係団体と密接に連携して実施していくことが重要  

市町村の取組が進捗している都道府県における市町村支援の取組例 

（ア）～（ク）の事業項目のうち、都道府県からの支援の有無について 
 ＊（ア）～（ク）の事業項目のうち、 １つ以上実施している市町村のうち、１事業項目以上支援があるとした市町村数 

24 

50.5% 

63.7% 

83.1% 

49.5% 

36.3% 

16.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年度（n=1,393） 

平成28年度（n=1,643） 

平成29年度（n=1,736） 



在宅医療・介護連携推進事業の手引き 改訂（案）の要旨 

○ 平成26年介護保険法改正により市町村が実施する地域支援事業の包括的支援事業として、在宅医療・介護連携推進

事業（以下、「本事業」とする）が位置付けられた。 

○ 本事業の円滑な実施のために「在宅医療・介護連携推進事業の手引きVer.1（介護保険最新情報vol.447）」（以

下、「手引き」とする）により具体的な取組を例示し、周知してきたところ。 

○ 一方、平成27年度から開始できる市区町村は順次、（ア）から（ク）の事業項目を開始してきたところであるが、

より地域の実情にあった医療と介護の連携の推進のためには、地域の医療介護連携の実態把握、課題の検討、課題に

応じた効果的な取組を実施することが重要である。 

○ また、市町村では比較的取組が困難な医療介護に関するデータの収集分析、在宅医療に係る体制整備、広域的な入

退院時の連携等については、都道府県が地域の医療に精通した医師会等と連携を図りつつ保健所の活用等により、市

町村支援の充実を一層図ることが求められており、平成29年介護保険法改正においても、都道府県による市町村支援

を努力義務とする方向で検討されている。 

○ 以上のことから、市町村における在宅医療・介護連携推進事業の導入及び充実を図るとともに、都道府県による市

町村支援の役割を明確にするために、手引きを改訂する。 

 

○ 一 在宅医療・介護連携推進事業の背景及び手引きの基本的考え方 
 ・事業の基本的な考え方として、改訂の趣旨、事業の進め方（進め方のイメージ、計画立

案のプロセス、評価指標の考え方）を追記 

１ 総論部分の改訂内容（事業の基本的な考え方） 

 

○ 事業の背景及び改訂の趣旨 
 ・市町村や都道府県担当者の異動を想定し、なぜ本事業が今の位置づけか・手引きの改訂が行われたかを解説 

25 



在宅医療・介護連携推進事業の手引き 改訂（案）の要旨 
○ 総論部分の改訂内容（続き） 

(カ)医療・介護関係者の研
修会

在
宅
医
療･

介
護
連
携
の
推
進

(カ)医療・介護関係者の研修(イ)在宅医療・介護連携の課題
の抽出と対応策の検討

(ア)地域の医療・介護の資源
の把握

(ク)関係市区町村の連携

(エ)在宅医療・介護関係者の
情報の共有支援

(キ)地域住民への普及啓発

(オ)在宅医療・介護関係者に
関する相談支援

(ウ)切れ目のない在宅医療と
在宅介護の提供体制の構築

市区町村

医療関係者 介護関係者

PDCAサイクルで
継続的に実施
することで成長

(ア)(イ)(カ)の
継続的な実施の
プロセスと連動 ○ 本事業について、”地域の医療介護連携の実態把握、課題の検討、課題に応

じた施策立案、実施に至る過程”を意識した（ア）から（ク）の事業項目の進
め方について示す 

○ 特に、「（ア）地域の医療・介護の資源の把握」により地域の実態を把握
し、「（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討」で地域の医
療・介護関係者と実態の共有、課題の抽出、対応策の検討について記載。 

●事業の進め方（全体の進め方のイメージ） 

●事業の進め方（特に計画立案のプロセス） 

●事業の進め方（指標の考え方） 

○ 本事業における８つの事業項目とPDCAサイクルの関連と、特に、本事業を
実施するにあたっての計画を立てるプロセスを示し、市町村における平成30
年４月に向けた実施準備や充実のための計画立案を促進 

○ 計画を立てるプロセスは、①現状の把握（定量的な現状把握）、②現状の把
握（定性的な現状把握）、③課題の抽出、④目指す理想像の検討、⑤取組内
容の検討、⑥指標の設定で構成 

○ 平成28年度実施状況調査において市町村・都道府県が、本事業における指標
の考え方や設定について課題があると答えている。  

○ 本事業にかかる指標についてイメージを提示。指標はストラクチャー指標・
プロセス指標・アウトカム指標で分類。  

○ 指標例については個々の指標の考え方や活用例、データソースについて指標
参考資料として例示  
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プ
ロ
セ
ス
指
標

ス
ト
ラ
ク

チ
ャ
ー
指
標

ア
ウ
ト
カ
ム

指
標

活
動
状
況
・

連
携
状
況

場所別の死亡数（率）

要介護高齢者の
在宅療養率

生活満足度
従事者満足度

提
供
体
制
等 在支診数、訪問診療を行う診療所数

歯科診療所数・訪問歯科診療を行う歯科診療所数
薬局数・訪問薬剤指導を行う薬局数
訪問看護ST数、24時間対応の訪問看護ST数 等

在宅医療

居宅介護支援事業所数
介護老人保健施設数
通所介護の事業所数
訪問介護の事業所数 等

在宅介護

在宅療養・介護の希望割合
在宅看取りの希望割合 等

住民の意識・ニーズ

訪問診療の実績回数
訪問歯科診療の実績回数
訪問薬剤指導の実績回数
訪問看護の実績回数 等

在宅医療サービスの実績

研修、住民向け普及啓発等の実施回数 等

市町村の取組

入院時情報提供率、退院調整率
情報共有の過不足等の質の調査 等

入退院時の連携

退院支援加算、介護支援連携指導料 等

連携に係る診療報酬

入院時情報連携加算、退院退所加算 等

連携に係る介護報酬

将来推計（人口、死亡者数等）
も併せて考慮する

○ 地域の課題や取組に応じて、必要な評価指標を検討、選択することが重要。



在宅医療・介護連携推進事業の進め方のイメージ 
出典：富士通総研「地域の実情に応じた在宅医療・介護連携を推進するための多職種研修プログラムによる調査研究事業」報告書を一部改変 

（平成27年度老人保健健康増進等事業） 

○地域の実情という多様性の存在を前提としつつ、各地域における医療・介護提供体制のあるべき姿（目標）や進め方

の全体像を関係者で共有した上で、各取組を一体的に行うことが非常に重要。 

○複数の主体が参加して体制を構築・強化していく過程は、常に参加者の認識の共有と合意、新たな知識の獲得や深化、

意識変容、連携強化が行われ、その一連をもって体制構築・強化が行われるという正のスパイラルである。それを短

期間に成し遂げるためには、漫然と取組を行うのではなく、戦略的に取り組んでいくことが必要。 

(カ)医療・介護関係者の研
修会 

在
宅
医
療･

介
護
連
携
の
推
進 

(カ)医療・介護関係者の研修 (イ)在宅医療・介護連携の課題 
  の抽出と対応策の検討 

(ア)地域の医療・介護の資源 
  の把握 

(ク)関係市区町村の連携 

(エ)在宅医療・介護関係者の 
   情報の共有支援 

(キ)地域住民への普及啓発 

(オ)在宅医療・介護関係者に 
    関する相談支援 

(ウ)切れ目のない在宅医療と 
     在宅介護の提供体制の構築 

市区町村 

医療関係者 介護関係者 

PDCAサイクルで 
継続的に実施 
することで成長 
 

(ア)(イ)(カ)の 
継続的な実施の 
プロセスと連動 
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在宅医療・介護連携推進事業における計画立案のプロセス（案） 

出所）地域包括ケアシステムの構築に向けた地域支援事業における在宅医療・介護連携推進事業の実施状況および先進事例等に関する調査研究事業 
（平成28年度老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業 野村総合研究所） 
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現状の把握 課題の抽出 取組内容の検討 

目指す理想像の検討  指標の設定 

Do 

Check 

Act 

（改善） 
Check 

（評価） 
 Do 

 （実行） 
Plan 

（計画） 

Act 

•定量的・定性的現状の把握を
通じて得られた、地域内の課
題群を関係者の間で共有 

•地域が目指す理想像の検討と
並行して、解決すべき地域課
題を抽出・特定 

 

 

•既存データの収集・分析 

‐医療機関の基礎情報 

‐在支診の数 など 

•アンケート等を通じた新規デー
タの収集・分析 

‐訪問診療対応状況 

‐対応可能な診療内容 など 

定量的な現状把握 

 

 

•個別訪問等を通じた、地域の
保健医療福祉関係者の課題
認識や思いの把握 

•セミナー等の開催を通じた、 

地域内の住民の課題認識や
思いの把握 など 

定性的な現状把握 

•地域の住民および保健医療福
祉関係者が考える、理想的な
地域包括ケアシステムに関す
る検討の実施 

•課題抽出の協議と並行して議
論を行い、理想像を設定 

•解決すべき地域課題に対応し
た取組内容の検討 

•地域内の資源制約を踏まえた
実施時期の優先順位づけ 
 

例）まずは特定された課題を題材とし
て盛り込んだ研修（カ）を行う など 

•目指す理想像を踏まえた指標
の設定 

•各取組の進捗状況を把握する
定量的な指標も可能な範囲で
設定 

協議・検討 

都道府県や医師会等の関係団体による市町村への支援 

(１) 

(２) 

(３) 

(４) 

(５) 

(６) 

○ 計画立案のプロセスについては、「（ア）地域の医療・介護の資源の把握」と「（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検
討」を活用して、地域の医療・介護関係者と連携しながら実施することが望ましい。 



プ
ロ
セ
ス
指
標 

ス
ト
ラ
ク

チ
ャ
ー
指
標 

ア
ウ
ト
カ
ム 

指
標 

活
動
状
況
・

連
携
状
況 

場所別の死亡数（率） 

要介護高齢者の 
在宅療養率 

生活満足度 
従事者満足度 

提
供
体
制
等 

参考）http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000061944.html 

在支診数、訪問診療を行う診療所数 
歯科診療所数・訪問歯科診療を行う歯科診療所数 
薬局数・訪問薬剤指導を行う薬局数 
訪問看護ST数、24時間対応の訪問看護ST数  等 

在宅医療 

居宅介護支援事業所数 
介護老人保健施設数 
通所介護の事業所数 
訪問介護の事業所数  等 

在宅介護 

在宅療養・介護の希望割合 
在宅看取りの希望割合  等 

住民の意識・ニーズ 

訪問診療の実績回数 
訪問歯科診療の実績回数 
訪問薬剤指導の実績回数 
訪問看護の実績回数 等 

在宅医療サービスの実績 

研修、住民向け普及啓発等の実施回数 等 

市町村の取組 

入院時情報提供率、退院調整率 
情報共有の過不足等の質の調査  等 

入退院時の連携 

退院支援加算、介護支援連携指導料 等 

連携に係る診療報酬 

入院時情報連携加算、退院退所加算 等 

連携に係る介護報酬 

将来推計（人口、死亡者数等）
も併せて考慮する 

※実績値は「後期高齢者1万人対」など人数比で把握するようにして、規模の異なる市町村間での横比較ができるようにする必要あり 

在宅医療・介護連携推進事業における指標のイメージ（案） 

出所）地域包括ケアシステムの構築に向けた地域支援事業における在宅医療・介護連携推進事業の実施状況および先進事例等に関する調査研究事業 
（平成28年度老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業 野村総合研究所） 

○ 地域の課題や取組に応じて、必要な評価指標を検討、選択することが重要。 
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数値化できない情報の重要性 

• 地域には数値化されていない情報が数多くある 

– 既存の統計やアンケート等から把握できることは全体のご
く一部 

– 地域の従事者が肌で感じていることを市町村担当者も感じ
る（徐々に感じられるようになる）必要がある 

→ 有効な手法：地域ケア会議など実事例が議論される場に
赴き体感を得る／ときには従事者と1対1で話す 

• 数値化できる情報とできない情報がある 

– 数値化しようと思えばできるが多くの場合数値化されてい
ない情報：患者のQOL（Quality of Life）、従事者のQWL
（Quality of Working Life）など 

– そもそも数値化できない情報もある 

出所)平成28年度在宅医療・介護連携推進事業プラン作成強化セミナー 東京大学在宅医療学拠点 資料 30 



在宅医療・介護連携推進事業の手引き 改訂（案）の要旨 

 

○ 二 在宅医療・介護連携推進事業の具体的取組について 
 ・８つの事業項目の定義について明確化 
 ・８つの事業項目の取組内容として、地域における実践例等を踏まえ、有効と考えられる

取組を追加 
 ・その他、円滑な事業実施に向けた説明等を追記 

 - （ア）から（ク）の事業項目について、市町村だけで実施していくのではなく、医師会等関係団体と地域の状
況や事業の進捗状況の共有することを明確化 

 - 市町村や医師会等関係団体が既に取り組んでいる事項の、８つの事業項目での活用、充実を図る視点を明確化 
 - ８つの事業の趣旨を理解し、地域の医療・介護関係者とともに地域の実情にあった取組とするよう明記 
 - ８つの事業項目の解説の構成を、”事業項目の概要、目的、ポイント、実施内容・実施方法、留意事項”で統一 

２ 在宅医療・介護連携推進事業の具体的取組の改訂内容 

○ 各事業項目の主な変更点 

・情報の整理（リスト、マップ等）及び地域の医療・介護関係者との情報の共有とする。 

（ア）地域の医療・介護の資源の把握 
○ 資源把握後に作成するリストやマップを、地域で必要な媒体を選択して作成できるように記載 

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 
○ 事業の進め方（PDCAサイクル）の記載との整合性 

・（ア）の事業項目や既存の取組、関係団体の課題意識等を踏まえた上での課題の抽出、対応策の検討実施を明確化 
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○ 各事業項目の主な変更点 

・取組例として、「訪問診療・往診を提供する医療機関と訪問看護ステーションとの連携体制の構築」を追加 

（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 
○ 取組例の追加 

・取組方法に、地域で利用されている既存の情報共有ツールの確認を追記 
・ICT活用時の保守点検料が地域支援事業交付金の対象外であることを追記 

（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援 
○ 取組方法の追記等 

・相談員として有資格者の人材確保が困難な場合、郡市区医師会等との連携体制の確保を追記 
・配置する人材が地域の様々な在宅医療・介護連携の取組に積極的に関与するよう追記 

（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援 
○ 相談窓口に配置する人材（相談員等）に関する説明の追記 

・取組内容として「地域の医療・介護関係者による同行訪問研修」、「多職種連携が必要な事例の検討を活用した研修」を追加 

（カ）医療・介護関係者の研修 
○ 取組内容の追加 

（キ）地域住民への普及啓発 
○ 大幅な変更なし 

・取組例として「広域的な入退院時の医療介護連携を推進するための取組」、「広域的な在宅医療及び介護に関する協議の取組」
を追加 

（ク）在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携 
○ 取組例の追加等（現在は取組例の記載なし） 
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在宅医療・介護連携推進事業の手引き 改訂（案）の要旨 

 

○ 四 都道府県の役割について 
 ・ 「在宅医療・介護連携推進事業に関する都道府県の市町村に対する支援」については、現行の手引きで記載されていた内容を包含し

つつ、具体的な取組例を記載 
 ・ 都道府県は、市町村における事業の進捗状況等を把握し、地域の課題等を踏まえ、手引きに示された市町村支援の取組例を積極的に

実施することを検討 
 ・ 都道府県は、都道府県医師会等と密接に連携しつつ、保健所等を活用しながら市町村支援を実施 

 

３ 都道府県の役割についての改訂内容 

(1)都道府県内外の先行事例や好事例の把握、情報提供 (2)医療機能情報提供制度等の医療・介護資源の情報提供 

(3)「（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援」における相談や関係者調
整担う人材育成等 

(4)小規模市町村における「（カ）医療・介護関係者の研修」や「（キ）地域
住民への普及啓発」の共同実施 

(5)全県的な普及啓発（パンフレットの作成等） (6)｢(ク)在宅医療・介護連携に関する関係市区町村間の連携｣に対する支援 

現行 

改訂内容 

各事業項目に関する市町村支援の取組例 

広域的に実施する市町村支援の取組例 

支援内容の充実と具体化 

在宅医療・介護連携に係るデータの提供及び分析に対する支援 
【（ア）（イ）に対する支援】 
・在宅医療・介護資源や診療報酬・介護報酬のデータの提供 
・地域の課題分析に向けたデータの活用方法に対する指導・助言 等 

切れ目のない在宅医療・在宅介護の提供体制の構築推進に対する支援 
【（ウ）に対する支援】 
・医師会等と連携した医師のグループ制や後方病床の確保等の在宅医療の
体制整備の取組や効果的な取組事例の情報提供          等 

在宅医療・介護連携に関する相談窓口に対する支援 
【（オ）に対する支援】 
・広域的な相談窓口の設置に向けた関係機関の調整や相談窓口においてコー
ディネートを担う人材の育成                等 

在宅医療・介護連携に関する関係市町村連携に対する支援 
【（ク）に対する支援】 
・市町村をまたがる入退院時の連携等、広域的な医療介護連携の取組 等 

広域的に実施する医療介護連携の環境整備 
・広域的に実施する個々の医療介護専門職種を対象とした医療介護連携の
ための人材育成 

・広域的に実施する在宅医療や在宅介護に関する普及啓発  
                                等 

在宅医療・介護連携推進事業の導入及び充実に向けた支援 
・在宅医療・介護連携推進事業の企画能力向上に向けた事業担当職員（市町
村・委託事業者等）の育成や先行事例の情報提供 

・複数市町村の共同実施に向けた関係市町村や医師会等関係団体との調整 
・小規模市町村における「（カ）医療・介護関係者の研修」や「（キ）地域
住民への普及啓発」の共同実施               等 33 



包括的支援事業（社会保障充実分）にかかる「事業実施」の考え方 

○ 包括的支援事業（社会保障充実分）のうち、在宅医療・介護連携推進事業、生活支援体制整備事業、認知症総合支援事業に

ついては、平成29年度末をもって、施行の猶予期間が終了し、全市町村で事業を実施することとなる。 

○ 猶予期間の終了を控え、事業の実施に関する基本的な考え方を整理すると以下のとおりである。 

認知症総合 
支援事業 

生活支援体制 
整備事業 

在宅医療・介護
連携推進事業 

○ 平成30年４月には、認知症初期集中支援チームを設置し、また、認知症地域支援推進員を配置している必要があること。 

  ※ 認知症初期集中支援チームのチーム員は、平成29年度末までに「認知症初期集中支援チーム員研修」を受講するこ

と。 （やむを得ない場合は、研修を受講したチーム員から受講内容を共有すること。） 

○ 平成30年度内には、第１層、第２層の全圏域において、生活支援コーディネーターの配置と協議体の設置を行うこと。 

 ※ 介護保険計画の第７期においては、地域の課題や資源の把握等を進めて、これを市町村と共有し、第８期の策定を行

う際には、取組の成果を踏まえて、計画に盛り込む必要があるサービスを計画上で明確化すること。 

○ 平成30年度内には、在宅医療・介護連携推進事業について介護保険法施行規則に定める、いわゆる「（ア）から（ク）」の

８つの事業項目のそれぞれを実施している必要があること。 

 ※ 平成29年度末までに、地域の医療・介護関係者とともに、事業実施に係る計画の立案または見通しを立てておくこと。 

○ 市町村において、①事業の実施のための予算の確保、②事業の実施要綱等を定め、③平成30年度内に実施要綱等に基

づいた事業を実施する必要がある。 

○ このため、平成29年度においては、実施要綱の策定や、必要な予算の確保に向けた対応を進める必要がある。 

事業の実施に関する基本的な考え方 

【その他、各事業の実施に係る留意点】 

全国介護保険担当課長会議資料 
平成29年7月3日（月） 
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参考資料 

▼ 医療と介護の一体的な改革（厚生労働省HP） 
 URL： http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000060713.html 
 
▼ 平成28年度都道府県在宅医療・介護連携担当者会議（厚生労働省HP） 
「地域包括ケアシステムの構築に向けた地域支援事業における在宅医療・介護連携推進事業の実施状況および先進事例等に関する調査研究事業報告書」
（平成28年度厚生労働省老人保健健康増進等事業 野村総合研究所） 
 URL： http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000154381.html 
 
▼ 在宅医療・介護連携推進事業に係る研修に関するプログラム等については、下記の調査研究事業を参考にしていただきたい。 
○「地域の実情に応じた在宅医療・介護連携を推進するための多職種研修プログラムによる調査研究事業」（平成27年度老人保健健康増進等事業 富士
通総研） 
 URL： http://www.fujitsu.com/downloads/JP/group/fri/report/elderly-health/2015chiikihoukatsucare-1.pdf 
○「地域の実情に応じた在宅医療・介護連携を推進するための地方自治体職員の育成プログラムに関する調査研究事業」（平成28年度老人保健健康増進
等事業 富士通総研） 
 URL： http://www.fujitsu.com/downloads/JP/group/fri/report/elderly-health/2016educationprogram1.pdf 
○「地域の実情に応じた在宅医療・介護連携を推進するための多職種研修プログラムに関する調査研究事業 報告書」（平成27年度老人保健健康増進等事
業 全国国民健康保険診療施設協議会） 
 URL： http://www.kokushinkyo.or.jp/index/principalresearch/principalresearch_detail/tabid/169/Default.aspx?ItemId=278 
○「地域の実情に応じた在宅医療・介護連携を推進するための小規模自治体向け多職種研修プログラムに関する調査研究事業 」 （平成28年度老人保健健
康増進等事業 全国国民健康保険診療施設協議会） 
 URL： http://www.kokushinkyo.or.jp/Portals/0/Report-houkokusyo/H28/H28多職種研修_報告書.pdf 
 
▼ 各地域での在宅医療・介護連携の推進に係る（ア）から（ク）についての先進的な取組事例、実施体制や予算、取組のポイント等については、下記
の調査研究事業を参考にしていただきたい。 
「地域包括ケアシステム構築に向けた在宅医療・介護連携の推進における、実践的な市町村支援ツールの作成に関する調査研究事業」（平成26年度厚生
労働省老人保健健康増進等事業 野村総合研究所） 
 URL： http://www.nri.com/jp/opinion/r_report/pdf/201502_report_1.pdf 
 
▼ 都道府県（保健所も含む）による市区町村支援の取組事例については、実施体制や予算、取組のポイント、都道府県・保健所・市区町村の関係等に
ついて、下記の調査研究事業を参考にしていただきたい。 

「医療・介護分野における都道府県が行う市町村支援の好事例の収集に関する調査研究事業」 
（平成26年度厚生労働省老人保健健康増進等事業 野村総合研究所） 
 URL： http://www.nri.com/jp/opinion/r_report/pdf/201502_report_2.pdf 
 
▼ 平成27年度高齢者リハビリテーションの機能強化事業都道府県医療介護連携調整実証事業 
（平成28年3月 日本能率協会総合研究所） 
  URL： http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12400000-Hokenkyoku/0000143737.pdf 35 



（ア） 地域の医療・介護の資源の把握 
 

実施内容・方法 

 地域の医療機関、介護事業者等の住所、機能等を把握し、これまでに 
自治体等が把握している情報と合わせて、リスト又はマップを作成、活用する。 

１．地域の医療機関、介護事業者等の所在地、連絡先、機能等の情報収集 
（１） 地域の医療・介護の資源に関し、把握すべき事項・把握方法を検討。 
（２） 既存の公表情報から把握すべき事項を抽出。 
（３） 公表情報以外の事項が必要な場合、追加調査を実施することを検討。 
（４） 追加調査を実施する場合は、調査事項・調査方法・活用方法等について、地域の医療・介護関係者と検討した上で、協力  
    を得つつ医療機関・介護サービス事業所を対象に調査を実施。 
（５） 調査結果等をもとに、地域の医療・介護の資源の現状を取りまとめる。 
２．地域の医療・介護資源のリスト又はマップの作成と活用 
（１） 医療・介護関係者に対しての情報提供 
   把握した情報が在宅医療・介護連携の推進に資する情報かどうか精査したうえで、地域の医療・介護関係者向けのリスト、  
  マップ、冊子等を作成し、地域の医療・介護関係者に提供。 
（２） 地域住民に対する情報提供 
   把握した情報が住民にとって必要な情報かどうか、更に住民に対する提供が医療・介護関係者の連携の支障とならないか 
  精査した上で、住民向けのリスト、マップ、冊子等を作成し、住民に配布するとともに、必要に応じて市区町村等の広報紙、 
  ホームページに掲載。 

出所）柏市ホームページ 

ポイント 

１．地域の医療機関、介護事業者等の所在地、連絡先、機能等の情報収集 
・医療機関等に関する事項については、医療機能情報提供制度 

（医療情報ネット、薬局機能情報提供制度）等の、既に公表されている事項を活用し、既存の公表情報等で把握できな  

 い事項については、必要に応じて調査を行う。 
２．地域の医療・介護資源のリスト又はマップの作成と活用 
・把握した情報は、情報を活用する対象者の類型ごと（市区町村等の行政機関及び地域の医療・介護関係者等向け、地  
 域住民向け等）に提供する内容を検討する。  



（イ） 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

 地域の医療・介護関係者等が参画する会議を開催し、在宅医療・介護連携の 
現状の把握と課題の抽出、対応策等の検討を行う。 

実施内容・方法 

（１） 在宅医療及び介護サービスの提供状況（（ア）の結果）、在宅医療・介護連携の取組の現状を踏まえ、市区  
  町村が在宅医療・介護連携の課題（※）を抽出。 
       （※） 情報共有のルール策定、切れ目のない在宅医療・介護の提供体制の構築、主治医・副主治医制導入の検討、 
        医療・介護のネットワーク作り、顔の見える関係作り、住民啓発等 

（２） 抽出された課題や、その対応策等について、市区町村が検討し、対応案を作成。 
（３） 医療・介護関係者の参画する会議を開催し、市区町村が検討した対応案等について検討。 

（１） 会議の構成員は、郡市医師会等の医療関係者等、介護サービス事業者の関係団体等、地域包括支援 
  センターに加え、地域の実情に応じて、訪問看護事業所、訪問歯科診療を行う歯科医療機関、在宅への訪 
  問を行う薬局等の参加を求めることが望ましい。  
（２） 本事業の主旨を満たす議論を行う場合には、地域ケア会議の場で本事業の会議を代替しても差し支えない。 

留意事項 

ポイント 

（１） 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策を検討する会議の開催事務について委託することは差し 
  支ないが、議題等、会議の開催前後に検討が必要となる事項については、市区町村が主体的に取組む。 
（２） 課題及び対応策についての検討の結果、それぞれの事項について更なる検討が必要とされた場合は、   
  ワーキンググループ等を設置。 
（３） 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策を検討する会議のワーキンググループ等は、（ア）から（ク）  
  の他の事業項目の実施に係る検討の場として活用。 



（ウ） 切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 

実施内容・方法 

 地域の医療・介護関係者の協力を得ながら、切れ目なく在宅医療と介護が 
一体的に提供される体制の構築を目指した取組を行う。 

留意事項 

（１） 地域の医療・介護関係者の協力を得ながら、切れ目なく在宅医療と介護が提供される体制構築のために必要な取組を検 
  討する。 
（２） 検討した必要な取組について、地域の医療・介護関係者の理解と協力を得た上で、実現に向けた着実な進捗管理に努める。 

（１） 地域医療の状況等に関する理解が必要なこと、訪問診療・往診を行う医療機関の協力が求められること等から、取組の  
  検討・実施に当たっては郡市区医師会を始めとした関係団体等に委託して差し支えない。 
（２） 切れ目なく在宅医療と介護を提供するための仕組みは、地域の医療・介護の資源状況等によって異なることから、取組例 
  に限らず、地域の実情に応じて構築することが重要である。 

（取組例）主治医・副主治医制の導入 

病院・診療所（主治医） 

連携 

患者・利用者 

病院・診療所（副主治医） 

往診 訪問診療・往診 

居宅介護 

支援事業所 

訪問看護、 

訪問介護事業所等 

仕組及び患者・利用者の副主治医や急
変時の対応について介護関係者と共有 

病院・有床診療所 

（取組例）在宅療養中の患者・利用者についての 
      急変時診療医療機関の確保 

居宅介護 

支援事業所 

訪問看護、 

訪問介護事業所等 

仕組及び患者・利用者の急変時診療
医療機関について介護関係者と共有 

取組例 



（エ） 医療・介護関係者の情報共有の支援 

実施内容・方法 

 情報共有の手順等を含めた情報共有ツールを整備し、地域の 
医療・介護関係者間の情報共有の支援を行う。 

１．情報共有ツールの作成 
（１） 地域における既存の情報共有ツールとその活用状況を把握し、その改善等や新たな情報共有ツール作成の必要性につい 
  て、関係する医療機関や介護サービス事業者の代表、情報共有の有識者等からなるWGを設置して検討（※地域の実情に応 
  じて、既存の情報共有ツールの改善でも可）。 
（２） 作成又は改善を行う場合、WGにおいて、情報共有の方法（連絡帳、連絡シート、地域連携クリティカルパス、ファックス、電  

  子メール等）や内容等を検討し、情報共有ツールの様式、使用方法、活用・手順等を定めた手引き（利用者の個人情報の取り  
  扱いを含む）等を策定。 
  ※ 実際に情報共有ツールを使用する地域の医療・介護関係者等の意見を十分に踏まえること。 
 
２．情報共有ツールの導入支援と活用状況の把握 
（１） 地域の医療・介護関係者を対象に、使用方法の説明等、情報共有ツールの導入を支援するための研修会を開催や、情報  
  共有ツールの使用方法や情報共有の手順等を定めた手引き等を配布。 
（２） アンケート調査、ヒアリング等によって、情報共有ツールの活用状況とその効果、うまく活用できた事例やできなかった事例 
  等について把握し、改善すべき点がないかなどについて検討。 
（３） 必要に応じて、情報共有ツールの内容や手引き等を改定し、関係者に対し、十分周知。 

※情報共有ツール：情報共有を目的として使用される、情報共有シート、連絡帳、地域連携クリティカルパス等 

ポイント 

○ 既存の情報共有ツールの改善や、情報共有ツールを新たに作成する場合は、医療・介護関係者の 
 双方が利用しやすい様式等になるよう考慮する。 

留意事項 

○ 職員の交代時期を考慮し、例えば、定期的に医療機関等や介護事業所で実際に従事する職員に対して手引きを周知するよ  
 う配慮する。 



（オ） 在宅医療・介護連携に関する相談支援 

実施内容・方法 

（１） 地域の在宅医療と介護の連携を支援する人材を配置。 
 

（２） （イ）の会議の活用等により運営方針を策定する。 
 

（３） 郡市区医師会、地域包括支援センター等の協力を得て、地域の医療・介護関係者に対して、窓口の 
  連絡先、対応可能な時間帯等を周知。 
 

（４） 地域の医療・介護関係者、地域包括支援センター等からの在宅医療と介護の連携に関する相談の 
  受付、連携調整、情報提供等を実施。  

 地域の在宅医療と介護の連携を支援する相談窓口の運営を行い、地域の医療・介護関係者、 
地域包括支援センター等からの、在宅医療、介護サービスに関する事項の相談の受付を行う。 
 また、必要に応じて、退院の際の地域の医療関係者と介護関係者の連携の調整や、利用者・ 
患者又は家族の要望を踏まえた、地域の医療機関・介護事業者相互の紹介を行う。 

（１） 介護関係者からの相談は、地域包括支援センターとの連携により対応する。地域住民からの相談等は、  
  原則として引き続き地域包括支援センターが受け付けることとするが、実情に応じて、直接地域住民に対 
  応することも差し支えない。 
（２） 必ずしも、新たな建物の設置を求めるものではなく、相談窓口の事務所は、既存の会議室や事務室等の 
  空きスペース等を活用することで差し支えない。ただし、相談窓口の名称を設定し、関係者等に周知するこ  
  と。 
（３） 看護師、医療ソーシャルワーカーなど医療に関する知識を有し、かつ、ケマネジャー資格を持つ者など介 
  護に関する知識も有する人材を配置することが望ましい。 

留意事項 



（カ） 医療・介護関係者の研修 

実施内容・方法 

   地域の医療・介護関係者の連携を実現するために、他職種でのグループワーク等の研修を行う。 
   また、必要に応じて、地域の医療関係者に介護に関する研修会の開催、介護関係者に医療に 
  関する研修会の開催等の研修を行う。 

１．多職種連携についてのグループワーク 
（１） 研修の目標、内容等を含む実施計画案を作成し、医療・介護関係者等の理解と協力を得る。 
（２） 医療・介護関係者等を対象にグループワーク等の多職種研修を開催する。 
＜研修例＞ 医療機関・介護事業所等の地域における役割・特徴等の共有、（イ）で抽出した地域課題の優先度を踏まえた   
         テーマや事例等に対し、グループで意見交換等を行う 等 
  
２．医療・介護関係者に対する研修 
（１） 既存の研修の内容・回数等を確認し、新たな研修の必要性について検討。 
（２） 新たに研修する場合は、研修内容、目標等を含む実施計画を作成と、既存の研修との位置づけを整理。 
（３） 参加者に対するアンケートやヒアリング等を実施し、 
    研修の評価・改善につなげる。 
 
＜医療関係者に対する研修の例＞ 
 介護保険で提供されるサービスの種類と内容、 
 ケアマネジャーの業務、 
 地域包括ケアシステム構築を推進するための取組 
 （地域ケア会議等）等に関する研修 
 
＜介護関係者に対する研修の例＞ 
 医療機関の現状等、予防医学や栄養管理の考え方、 
 在宅医療をうける利用者・患者に必要な医療処置や療養上の 
 注意点等に関する研修 

出典：「地域包括ケアシステム構築に向けた在宅医療・介護連携の推進における、 
実践的な市町村支援ツールの作成に関する調査研究事業」（熊本市提供資料） 
（平成２６年度厚生労働省老人保健健康増進等事業 野村総合研究所） 



（キ） 地域住民への普及啓発 

実施内容・方法 

 在宅医療や介護サービスに関する講演会開催、パンフレットの作成・配布等により、地域住民の在
宅医療・介護連携の理解を促進する。 

（１） 普及啓発に係る既存の講演会等の内容・頻度等を確認し、新たな普及啓発の必要性について検討。 
 

（２） 必要な場合、地域住民向けの普及啓発の内容、目標等を含む実施計画案を作成。 
 

（３） 在宅医療や介護サービスで受けられるサービス内容や利用方法等について、計画に基づき、講演会等を 
  開催。 
 

（４） 在宅医療、介護サービスで受けられるサービス内容や、利用方法等について地域住民向けのパンフレット、
等を作成し、配布するとともに、市区町村等のホームページ等で公表。 

 

（５） 作成したパンフレット等は医療機関等にも配布する。なお、必要に応じて、医療機関等での講演を行うこと 
  も考慮する。 

○ 老人クラブ、町内会等の会合へ出向いての小規模な講演会等も効   
 果的である。  

留意事項 

（鶴岡地区医師会） （横須賀市提供資料） 

【まちづくり 
   出前トーク】 

出典：「地域包括ケアシステム構築に向けた在宅医療・介護連携の推進における、実践的な市町村支援ツールの作成に関する調査研究事業」 
（横須賀市提供資料）（平成２６年度厚生労働省老人保健健康増進等事業 野村総合研究所） 



（ク） 在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携 

実施内容・方法 

 同一の二次医療圏内にある市区町村や隣接する市区町村等が連携して、 
広域連携が必要な事項について協議する。 
 

（１） 隣接する市区町村の関係部局、病院関係者、医師会及び介護支援専門員協会等の医療・介護の関係 
  団体、都道府県関係部局、保健所等が参加する会議を開催し、広域連携が必要となる事項について、 
  検討する。 
 

（２） 検討事項に応じて、当該検討事項に係る関係者の参画する会議の開催を検討する。 
 

（３） 例えば、情報共有の方法について検討する場合は、都道府県や保健所の担当者の支援のもと、 
  各市区町村の担当者や、医療・介護関係者が集まり、情報共有に関する具体的な方法や様式の統一等 
  について検討する。 
 

（４）統一された情報共有の方法や様式等を、連携する市区町村の地域の医療・介護関係者に周知する。 

 

  市区町村が、当該市区町村の境界を越えて取組を実施するためには、都道府県、都道府県医師会等と 
 の協力が不可欠である。特に病院への協力依頼等は、都道府県が支援することが望ましい。また、都道府 
 県等の協力においては、特に医療との接点が多い保健所の協力を得ることも考慮する。  

留意事項 


